
 
 

 

介護保険は介護を必要とする人と、その家族を社会全体で支えあう 

ためにつくられた制度です。この制度を支える大切な財源となるのが、

みなさんの介護保険料です。 

介護が必要となったときに誰もが安心して介護サービスを利用でき

るよう、保険料の納付をお願いします。 

【問合せ先】 

野洲市役所 健康福祉部高齢福祉課 介護保険担当 

                   電話：（077）587-6074（直通）／ Fax：（077）586-2176 

【野洲市の 65歳以上の人（第 1号被保険者）の保険料】 

所得段階 対 象 者 算定基準 
平成 30 年度 

保険料年額 

第 1 段階 

・生活保護を受けている人 

・住民税非課税世帯の老齢福祉年金受給者 
基準額

×0.45 
32,292 円 ・本人および世帯全員が住民税非課税で、本人の「課税年金収

入額＋合計所得金額から課税年金収入に係る所得を控除し

た額」が 80 万円以下の人 

第 2 段階 

・本人および世帯全員が住民税非課税で、本人の「課税年金収

入額＋合計所得金額から課税年金収入に係る所得を控除し

た額」が 80 万円超 120 万円以下の人 

基準額

×0.75 
53,820 円 

第 3 段階 
・本人および世帯全員が住民税非課税で、第 1 段階、第 2 段

階以外の人 

基準額

×0.75 
53,820 円 

第４段階 

・本人が住民税非課税(世帯内に住民税課税者がいる場合)で、 

 本人の「課税年金収入額＋合計所得金額から課税年金収入に

係る所得を控除した額」が 80 万円以下の人  

基準額

×0.9 
64,584 円 

第５段階 
・本人が住民税非課税(世帯内に住民税課税者がいる場合)で、

第 4 段階以外の人 
基準額 71,760 円 

第６段階 ・本人が住民税課税で、合計所得金額が 120 万円未満の人 
基準額

×1.2 
86,112 円 

第 7 段階 
・本人が住民税課税で、合計所得金額が 120 万円以上 200

万円未満の人 

基準額

×1.3 
93,288 円 

第 8 段階 
・本人が住民税課税で、合計所得金額が 200 万円以上 300

万円未満の人 

基準額

×1.5 
107,640 円 

第 9 段階 
・本人が住民税課税で、合計所得金額が 300 万円以上 400

万円未満の人 

基準額

×1.7 
121,992 円 

第 10 段階 
・本人が住民税課税で、合計所得金額が 400 万円以上 600

万円未満の人 

基準額

×1.8 
129,168 円 

第 11 段階 
・本人が住民税課税で、合計所得金額が 600 万円以上 1,000

万円未満の人 

基準額

×1.9 
136,344 円 

第 12 段階 ・本人が住民税課税で、合計所得金額が 1,000 万円以上の人 
基準額

×2.0 
143,520 円 

 

※ 野洲市の平成 30 年度介護保険料額につきましては、平成 29 年中（1 月～12 月）の合計所得金額等に応じて決ま 

ります。 

※ 合計所得金額とは、収入額から必要経費に相当する金額（収入の種類により計算方法が異なります）を控除した金額

のことで、扶養控除や医療費控除などの所得控除をする前の金額です。 

65 歳以上のみなさまへ 野洲市の介護保険料 
平成 30年度版 65歳以上

の人 

23％ 

40歳以上 

64歳以下の人 

27％ 

公費 

５０％ 

介護保険料の財源 



【介護保険料の納め方】保険料の納め方は、みなさんが受給されている年金の額などによって 2 種類に分け

られます。年金額が年額 18 万円以上の方は年金から納め、18 万円未満の方は納付書などで納めます。 

年金から差し引かれる場合（特別徴収） 

◆ 年金が年額 18 万円（月額 1 万 5,000 円）以上の人が対象です。 

◆ 老齢（退職）年金、障害年金、遺族年金の定期支払（毎偶数月、年６回）の際、受給額から保険料が 

あらかじめ差し引かれます。 

《例．所得段階が第 5 段階（年額 71,760 円）の場合》 

特別徴収による納付                                    （円） 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

9,900  9,900  9,900  14,060  14,000  14,000  71,760 

仮徴収（前年度 2月の保険料額と同額です） 本徴収（年額合計から仮徴収額を除いた額を納めます）  

◎ 年間保険料額の本決定（6 月）の際に、10 月以降の徴収額が仮徴収額に比べて著しい差がある場合は、 

その差額を調整するために 8 月の仮徴収額を変更する場合があります。 

◎ 端数が生じる場合は 10 月分で調整します。 

年度途中に普通徴収から特別徴収となる場合 ※10 月から特別徴収開始の場合         （円） 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

  9,180 8,900 8,900 8,900 12,080  11,900  11,900  71,760 

普通徴収（第 1期～第 4期） 特別徴収（10月、12月、2月）  

納付書や口座振替で納める場合（普通徴収） 

◆ 年金が年額 18 万円未満の人が対象です。 

◆ 高齢福祉課から送られてくる納付書や口座振替で、期日までに金融機関などを通じて保険料を納めます。 

《例．所得段階が第 5 段階（年額 71,760 円）の場合》 

普通徴収による納付                                 （円） 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

  1期 2期 3期 4期 5期 6期 7期 8期 9期 10期  

納期なし 7,860 7,100 7,100 7,100 7,100 7,100 7,100 7,100 7,100 7,100 71,760 

◎12 ヶ月分の保険料を 6 月～翌年 3月の毎月末日を納付期限日とする 10 期に分けて納付します。 

◎ 65 歳になった場合（第 1 号被保険者）や他の市町村より転入された場合は、特別徴収に切り替わるまで 

の間、一時的に普通徴収により納付いただくこととなります。 

◎ 端数が生じる場合は最初の納期で調整します。 

 

 

 

《こんな場合は・・・》 

■ 65 歳になった場合（年金が年額 18 万円以上の人） 

当初は普通徴収ですが、およそ 6～8 ヵ月後の年金支給月から特別徴収となります。 

なお、65 歳到達後に年金を受給される人は、年金を受給することになってからおよそ 

6～8 ヵ月後の年金支給月から特別徴収となります。 

■ 他の市町村から転入した場合（年金が年額 18 万円以上の人） 

当初は普通徴収ですが、およそ 6～8 ヵ月後の年金支給月から特別徴収となります。 

■ 年度途中の税申告等により所得段階が変更となった場合 

増額となった場合：増額分は普通徴収となります。（特別徴収額は変更なし） 

減額となった場合：原則として特別徴収を中止し、残額は普通徴収による納付となります。 

■ 年金の受給が停止された場合（年金担保、現況届提出遅れ/未提出、受給年金選択替え等） 

特別徴収は中止されますので、残額は普通徴収による納付となります。 

★★口座振替が便利です★★ 便利で安心、確実な口座振替がおすすめです！通帳、通帳届出印をお持ちの

うえ、金融機関・郵便局でお申し込みください。（申込書は市内の金融機関・郵便局に備え付けています） 


